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新しいタイプの学校運営の在り方に関する実践研究 (第3年次)
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津市教育委員会並びに津市立南が丘小学校は、平成 14年度から3年間、文部科学省より、全国 7地 区 9校

の一つとして 「新 しいタイプの学校運営の在り方に関する実践研究」の指定を受け取組を始めた。本稿は、最

終年次にあたる第 3年次 (平成 16年度)実 践研究の具体的取組を中心に報告を行ったものである。

研究の概要は、1年目に教育ビジョン・教育構想を立案し、地域学校協議会 (南が丘地域教育委員会 :Mc)

が設立され、2年 目には公募による新校長のもと、教育構想に基づく実践研究を行うとともに南が丘地域教育

委員会の本格的な活動が始まった。そして、3年 目は、平成 17年度以降を見据え、1・2年 目の成果や課題を

もとに南が丘小学校のコミュニティスクールとしての学校運営をさらに展開していくことに主眼をおき、南が

丘地域教育委員会との協働も一段と進めた。具体的な実践は、①保護者や子どもたちの願いを大切にした特色

ある教育活動、②説明責任を果たす学校運営、③保護者 ・地域の学校運営への参画、④南が丘地域教育委員会

の自主的 ・自律的活動と地域づくりの四点に集約される。

』
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1.は じめに

津市教育委員会並びに津市立南が丘小学校は、平成

14年度から3年 間、文部科学省 より、全国 7地 区 9

校の一つとして 「新 しいタイプの学校運営の在 り方に

関する実践研究」の指定を受け取組を始めた。

この 「新 しいタイプの学校運営の在 り方に関する実

践研究」とは、平成 12年 12月の教育改革国民会議の

提言を踏まえて策定された 「21世 紀教育新生 プラン

(平成 13年 1月)」に端を発 し、平成 14年 7月 の総合

規制改革会議 (中間まとめ)等 の経過を経て、学校の

管理運営の改善に資する実証的資料を得るとともに、

中央教育審議会における新 しいタイプの学校の検討に

も資するため、実践的研究校を指定 し、学校運営の在

り方に焦点をおいて調査研究を行 うものである。併せ

て、より充実 した教育内容の提供が可能となるよう、

研究開発学校に指定 し、教育課程の改善に資すること

も趣旨として位置づいている。

第 1年次の主な取組としては、校長公募の実施、学

校裁量権の拡大にかかわる研究、地域学校協議会 (南

が丘地域教育委員会)の 設置、選択教科の試行等があ

げられる。

第 2年次の主な取組としては、裁量権の拡大 (応募

による希望人事制度、「学校の管理に関する規則」の

改正、学校自己評価の実施、学校評議委員と地域組織

の活用)、教育環境システムの構築 (公立幼稚園教諭

と公立小学校教諭の人事交流の実現、市単独の非常勤

講師 ・大学生等の人材の有効活用、外部人材の活用)、

システム改革 (学校運営のシステム化、柔軟な学級編

制、学校予算の効果的運用)、カリキュラム改革 (選

択教科の実施、教科担任制、幼稚園・保育所との連携、

中学校との連携)、教育環境改革 (人材の確保、施設

の充実)、コミュニティの構築 (学校説明会の実施、

学校公開デー・懇談会の実施、情報発信)、課題別評
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